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まえがき 

この 規格 は， 工業 標準化 法 第 14 条 によって 準用す る 第 12 条第 1 項の 規定に 基づき， 社団法人 日本 電機 
工業 会 (JEMA) から， 工業 標準 原案 を 具して 日本工業規格 を 改正す べきとの 申出が あり， 日本 工業 標準 調査 
会の 審議 を 経て， 経済 産業 大臣が 改正した 日本工業規格 である。 

これによ つて， J1SC 9335-2-90:2001 は 改正され， この 規格に 置き換えられる。 

改正に 当 たって は， 日 本 工業規格 と 国際規格 と の 対比， 国際規格に 一致 し た 日本工業規格の 作成 及び 曰 
本 工業規格 を 基礎に した 国際規格 原案の 提案 を 容易に する ために， IEC 60335-2-90:2002, Household and 
similar electrical appliances ― Safety ― Part 2-90: Particular requirements tor commercial microwave ovens を 礎 
として 用いた。 

この 規格の 一部が， 技術的 性質 を もつ 特許権， 出願 公開 後の 特許 出願， 実用新案 権， 又は 出願 公開 後の 
実用新案 登録 出願に 抵触す る 可能性が あ る こ と に 注意 を 喚起す る。 経済 産業 大 臣及 び 日 本 工業 標準 調査 会 
は， このような 技術的 性質 を もつ 特許権， 出願 公開 後の 特許 出願， 実用新案 権， 又は 出願 公開 後の 実用 新 
案 登録 出願に かかわる 確認に ついて， 責任 はもたない。 

JIS C 9335-2-90 に は， 次に 示す 附属 書が ある。 

附属 書 1 (参考） JIS と 対応す る 国際規格 と の 対比 表 



(1) 



：:；^ 作 権 法に よ り 無断での 複製， 転載 等は禁 ih されて おり ます。 



C 9335-2-90 ： 2003 



目 次 



Jf^ 

1. 適用 範囲 • 

2. 引用 規格 

3. '^m 

4. —般 要求 事項 

5. 試験の ための 一般 条件 

6. 颁 ♦ 

7. 表示 及び 取扱 説明 

8. 充電 部への 接近に 対する 保護 

9. モータ 駆動機 器の 始動 • 

10. 入力 及び 電流 

11. 温度 上昇 

12. (規定な し） • 

13. 動作 温度での 漏え い 電流 及び 耐 電圧 

14. 過度 過 電圧 • • 

15. 冊 14 

16. 漏え い 電流 及び 耐 電圧 • 

17. 変圧器 及び その 関連 回路の 過 負荷 保護 

18. 敝 tt 

19. 異常 運転 

20. 安定性 及び 機械的 危険 

21. 機械的 強度 ••• 

22. 構造 

23. 内部 配線 • 

24. き • 

25. 電源 接続 及び 外部 可 とう コード 

26. 外部 導体 用 端子 

27. 接地 接続の 手段 

28. ねじ 及び 接続 • 

29. 空間 距離， 沿 面 距離 及び 固体 絶縁 

30. 耐熱性 及び 耐火性 

31. 耐 腐食 性 • 

32. 放射線， 毒性 その他 これに 類す る 危険性 

mmm 

附属 書 1 (参考） J1S と 対応す る 国際規格との 対比 表 

(2) 

著作権法 により 無断での 複製， 転載 等 は 禁止され ております。 



C 9335-2-90 ： 2003 目次 

ページ 



(3) 

著作権法 により 無断での 複製， 転載 等 は 禁止され ております。 



C 9335-2-90 ： 2003 



白 紙 



(4) 



^作 権 法に よ り 無断での 複製， 転載 等 は 禁止され ております。 



日本工業規格 



JIS 

C 9335 - 2-90 ： 2oo3 



家庭 用 及び これに 類す る 電気機器の 安全性 一 
第 2-90 部 ： 業務 用 電子レンジの 個別 要求 事項 

Household and similar electrical appliances — Safety— 
Part 2-90: Particular requirements for commercial microwave ovens 

序文 こ の 規格 は， 2002 年に 第 2 版と して 発行され た IEC 60335-2-90:2002, Household and similar electrical 
appliances ― Safety ― Part 2-90: Particular reauirements for commercial microwave ovens ゼ 翻訳 し， 技 的 内容 冗 
変更して 作成した 日本工業規格 であり， JIS C 9335-1:2003 (家庭 用 及び これに 類す る 電気機器の 安全性 一 
第 1 部： 一般 要求 事項） と 併読す る 規格で ある。 

なお， この 規格で 点線の 下線 を 施して ある 箇所 は， 原 国際規格 を 変更して いる 事項で ある。 変更の 一覧 
表 を その 説明 を 付けて， 附属 書 1 (参考） に 示す。 

1. 適用 範囲 この 規格 は， 定格 電圧が 単相 機器の 場合に は 250 V 以下， その他の 機器の 場合 は 480 V 以 
下 の 業務 用 電子レンジの 安全性 について 規定す る。 

この 規格で は， 使用者 用 扉が ある 庫 内 を もつ 機器に ついて 規定して いる。 
備考 101. 自動販売機に 組み込まれても よく， この場合 は， JIS C 9335-2-75 も 適用す る。 

102. 電熱 加熱 装置 を もつ オーブンに は， JiSC 9335-2-36 又は JISC 9335-2-42 も 適用す る。 

103. 非 電気 エネルギー を 用いる 機器 も， この 規格の 範囲で ある。 
この 規格で は， 一般に， 次の 状態に ついては 規定して いない。 

一 監視な しに 幼児 又は 非 健 常 者 力 機器 を 用いる 場合。 
― 幼児が 機器で 遊ぶ 場合。 

備考 104. 規格の 適用に 際して は， 次の ことに 注意し なければ ならない。 

一 車両， 船舶 又は 航空機 搭載 用 機器に は， 技術 基準の 追加が 必要になる 場合 も ある。 
一 多くの 国に おいて は， 厚生 関係 機関， 労働 安全 管轄 機関， 水道 当局 その他の 当局に よ 
つて， 要求 事項 を 別途 追加して いる。 
105. この 規格 は， 次の ものに は 適用し ない。 

― 複合 形 電子レンジ を 含む 家庭 用 電子レンジ （JISC 9335-2-25)。 

一 コンペ ャ式 電子レンジ。 

- 工業用 マイクロ波 加熱 機器 （IEC 60519-6)。 

一 医療用 機器 （IEC 60601-1)。 

一 腐食し やすい， 又は 爆発性の 雰画気 （じんあい， 蒸気 又は ガス） が 存在す る 特殊な 状 
態の 場所で 用いる 機器。 
備考 この 規格の 対応 国際規格 を， 次に 示す。 

なお， 対応の 程度 を 表す 記号 は， ISO/IEC Guide 21 に 基づき， IDT (—致して いる）， MOD 
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(修正して いる）， NEQ (同等で ない） とする。 
IEC 60335-2-90:2002, Household and similar electrical appliances - Safety - Part 2-90: Particular 
requirements for commercial microwave ovens (MOD) 

2. 引用 規格 引用 規格 は， JISC9335-1 の2.にょるほか， 次に よる。 

JIS C 9335-2-36 家庭 用 及び これに 類す る 電気機器の 安全性 一 第 2-36 部 ： 業務 用 電気 レンジ， オーブ 
ン， こんろ 及び こんろ 部の 個別 要求 事項 
備考 1EC 60335-2-3d:1993, Safety of household and similar electrical appliances — Part 2-36: Particular 
requirements for commercial electric cooking ranges, ovens, hobs and hob elements 力、 らの 引用 事: 頃 
は， この 規格の 該当 事項と 同等で ある。 
丄 IS C 9335-2-42 家庭 用 及び これに 類す る 電気機器の 安全性 一 第 2-42 部 ： 業務 用 コンペ クシ ヨン 蒸し 
器 及び スチーム コンペ クシ ヨン オーブンの 個別 要求 事項 
備 IEC 60335-2-42: 1 994, Safety of household and similar electrical appliances — Part 2-42: Particular 
requirements for commercial electric forced convection ovens, steam cookers and steam-convection 
ovens からの 引用 事項 は， この 規格の 該当 事項と 同等で ある。 
JiS C 9335-2-75 家庭 用 及び これに 類す る 電気機器の 安全性 一 第 2-75 部 ： 業務 用 ディ ス ペンザ 及び 自 
動 販売機の 個別 要求 事項 

掘 4 TEC 60335-2-75:1994, Safety of household and similar electrical appliances — Part 2-75: Particular 
requirements for commercial dispensing appliances and vending machines が, こ の 着 A 格 と 一致 し て 

いる。 

3. 定義 この 規格で 用いる 主な 用語の 定義 は， JISC 9335-1 の 3. による ほか， 次に よる。 ただし， 3.1.7 
及び 3.1.9 は， この 規格に よる。 

3.1.7 定格 周波数 定格 周波数 は， JISC 9335-1 の 3 丄 7 による ほ 力、， 次に よる。 

備考 101. 定格 周波数 は， 入力 周波数と する。 
3.1.9 通常 動作 次の 条件 下での 機器の 動作。 

最大 厚さが 3mm で， 外径が 約 190nini の 円筒形の ほうけい 酸 ガラス 容器に 入った 初期 温度 カミ， 20 。C± 
2 での I 000g±50g の 飲料水 を 用いて 機器 を 運転す る。 容器 を受 皿の 中心に 置く。 定格 マイクロ波 出力が 
2 200 W を 超える 場合 は， 2 個の 容器 を 隣接して 庫 内に 置く。 

3.101 電子レンジ 加熱 室内で 食品 及び 飲料 を 加熱す るた めに， 300 MHz と 30GHz との 間の 一つ 又は 複 
数の 1SM 周波数 帯域の 電磁 エネルギー を 用いる 機器。 

参考 ISM 周波数 帯と は， ITU によって 定められ CISPRll で 用いられ ている 電磁 界 周波数で ある。 
3.102 定格 マイクロ波 出力 製造業 者に よって 機器に 指定され た マイクロ波 出力。 
3.103 加熱 室 内壁と 扉で 囲まれた 負荷 を 入れる 空間。 
3.104 受皿 負荷 を 載せる 加熱 室内の 水平の 支持 台。 

3.105 扉 インタ ロック 電子レンジの 扉が 閉まって いない 限り， マグネ トロンの 動作 を 防止す る 装置 又は 

システム。 

3.106 モニタされ ている 扉 インタ ロック モニタ 装置 を 組み込んだ 扉ィ ン タロック システム。 

3.107 温度 プローブ 食品に 差し込んで その 温度 を 測定す る， 電子レンジ 制御装置の 一部 をな す 装置。 
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4. 一般 要求 事項 一般 要求 事項 は， JIS C 9335-1 の 4. に よ る。 

5. 試験の ための 一般 条件 試験の ための 一般 条件 は， JISC 9335-1 の 5. による ほ 力、， 次に よる。 ただし， 
5.2 及び 5.3 は， この 規格に よる。 

5.2 JIS C 9335-1 の 5.2 による ほ 力 \ 次に よる。 

備考 101. 19.104 の 試験に は， 追加 試料が 必要であろう。 24.1.4 の 試験に は 6 個の ィ ン タロック 試料 



5.3 修正 項の 順に 試験 を 行う 代わりに， 次の 項の 順序 を 適用す る。 

32" 22.113， 22.108， 22.115, 7.〜17.， 20" 21. (21.101〜21.105 を 除く。）， 18" 19. (19.104 を 除く。）， 
22， (22.108, 22.113 及び 22.116 を 除く。）， 23.〜31.， 21.101〜21.105 及び 19.104。 

5.101 電子レンジ は， モータ 駆動機 器と して 試験す る。 

5.102 クラス III 温度 プローブに は， 22.112 の 試験 だけ を 適用す る。 

6. 分類 分類 は， JISC9335-1 の 6. による。 ただし， 6.1 は， この 規格に よる。 
6.1 JISC 9335-1 の 6.1 による ほ 力、， 次に よる。 

電子レンジ は， ろ __(Ll. 又は クラス I でなければ ならない。 

7. 表示 及び 取扱 説明 表示 及び 取极 説明 は， J1SC 9335-1 の 7. による ほ 力、， 次に よる。 ただし， 7.1， 7.6， 
7.12 及び 7.14 は， この 規格に よる。 

7.1 JIS C 9335-1 の 7.1 による ほ 力、， 次に よる。 

機器に は， 機器が 動作す る ISM 帯域の 公称 周波数 （MHz) を 表示し なければ ならない。 
いかなる カバーの 取 外しに おいても， 32. の 規定値 を 超える マイクロ波 漏れ を 引き起こす 場合， その カバ 
一に は， 次の 文書 を もって 表示し なければ ならない。 



機器が， D タイプ ヒューズ 以外の ヒューズ によって 保護され た ソケッ ト • ァゥ ト レツ トを 備えて いる 場 
合 は， その ヒューズの 定格 電流 を 表示し なければ ならない。 ミニチュア 'ヒューズ リンクの 場合 は， その 
ヒューズ リ ンクが 高 遮断 容量 を もつ こと を， この 表示に 含めて おかなければ ならない。 
7.6 JISC 9335-1 の 7.6 による ほか， 次に よる。 

次の 記号 を 追加す る。 



7.12 JISC 9335-1 の 7.12 による ほか， 次に よる。 

また， 取扱説明書に は， 次の 主旨 を 含めなければ ならない。 
- 警告： もし， ドア 又は， 扉 シール 面に 損傷が ある 場合 は， 能力が ある 者に よる 修理が 行われる まで， 

電子レンジ を 動作 させて はならない。 
一 警告： 能力が ある 者 以外が， マイクロ波 エネルギーに さらされな いように 取り付けられた カバーに 対 



を 必要と する。 



m 化 
m 口 

マイクロ波 エネルギー 
この カバー を 外して はならない。 




等 電位 （参照 ： mC 60417 — 記 号 5021) 
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し， その カバー を 取り外す こ とが 必要な あらゆる サービス や 修理 を 行う こ と は 危険で ある。 
一 ，告： 爆発の 原因になる ので， 液体， その他の 食品 を， 密閉され た 容器に 入れて 加熱して はならない。 
一 ^告： 飲み物 を マイクロ波 加熱す ると， 遅れて 突 沸して 噴き出す ことがあ るので， 容器の 取扱いに 注 

意し なければ ならない。 

- 警告： やけど （火傷） を 防ぐ ために， ほ （哺） 乳 瓶 又は 幼児の 食品 容器 内の もの を， 食べさせる 前に 

かき 混ぜたり， 振ったり して， 温度 を 確認し なければ ならない。 
一 電子レンジ 上面から， 上部に 必要な 空間の 最低 高。 
- 電子レンジの 使用に 適した 容器 だけ を 用いなければ ならない。 

- 食品 を ブラ スティック 又は， 紙の 容器に 入れて 加熱して いると き は， 着火の 可能性が あるので 電子 レ 
ンジ から 目を離さない。 

- 煙が 認められた とき は， スィッチ を 切る か 又は 機器の プラグ を 抜き， 扉 は， 炎 を 消す ために 閉めた ま 
まにして お く 。 

一 殻 付きの 卵 及び 一個 まるごとの ままの ゆで 卵 は， たとえ マイクロ波 加 熟 を 終了した 後で も 破裂の 危険 

が あるので， 電子レンジで 加熱して はならない。 
一 ドア シール 面， 庫 内， その 近傍 部分の 清掃 方法の 詳細。 

- 電子レンジ は， 定期的に 清掃し， あらゆる 食品く ず も 取り除かなければ ならない。 
- 電子レンジ を 清潔な 状態に 保って おかないと， 表面の 損傷が 機器の 寿命に 悪 影響を及ぼし， 危険な 状 
態となる かもしれ ない。 

- この 電子レンジに 推奨され た 温度 プローブ だけ を 用いなければ ならない （温度 • 感知 プローブ を 用い 

る 機能 を 備えた 機器に 対して）。 
- 機器 は， 噴流 水 を 用いて 清掃して はならない （据置 用 を 意図し， IPX5 未満の 機器の 場合)。 

備考 101. 自動販売機に 組み込まれる 場合 は， これらの 説明書 及び 警告 は 関係ない。 したがって， 適 
用し ない。 

7.14 J1S C 9335-1 の 7.14 による ほ 力、， 次に よる 。 

7.1 で 規定す る 警告の 文字の 高さ は， 少なく とも 3nim 以上で なければ ならない。 

7.101 に 示す 警告の 文字の 高さ は， 少なく とも 5nim 以上の 高さが 必要で ある。 
7.101 ラベル は， 機器の 近くに 設置す るた めに， 取扱説明書 とともに 供給し なければ ならない。 

ラベル は， 次の 内容 を 表現すべき である。 
一 警告： 破裂し やすいので， 密閉容器に 入った 液体 又は ほかの 食品 を 加熱して はならない。 
- 警告： 飲み物 を 電子レンジで 加熱す ると， 遅れて 沸騰して 噴き出す ことがあ るので， 容器 を 扱う とき 

に は 注意し なければ ならない。 
― ，告： やけど （火 慯） を 防ぐ ために， ほ （哺） 乳 瓶 又は 幼児の 食品 容器 内の もの を， 食べさせる 前に 
かき 混ぜたり， 振ったり して， 温度 を 確認し なければ ならない。 

適否 は， 目視 検査に よって 判定す る。 

8. 充電 部への 接近に 対する 保護 充電 部への 接近に 対する 保護 は， JISC9335-1 の 8. による。 

9. モ 一夕 駆動機 器の 始動 JISC9335-1 の 9. は， この 規格で は 適用し ない。 

10. 入力 及び 電流 入力 及び 電流 は， JISC 9335-1 の 10. による。 
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11. 温度 上昇 温度 上昇 は， J1SC 9335-1 の 11. による。 ただし， 11.2， 11.7 及び U.8 は， この 規格に よる。 
11.2 J1SC 9335-1 の 11.2 による ほ 力、， 次に よる。 

埋込形 機器 以外の 機器 は， 電熱 機器 と して 設置す る。 

天井 は， 機器 上面から 取扱説明書に 記載の 最低 高さに 置く。 天井 は， テスト コーナの 後 壁から 手前まで 
300 mni の 奥行き を もち， 機器の 横幅 よりも 側 方 に 1 50 mm はみ出した 長さと する。 

床に 固定され る 意図の 機器 及び 40 kg を 超える 質量が あり， ローラ， キャス タ 又は 類似の 手段 を 備えて 
いない 機器 は， 製造業 者の 取扱説明書に 従って 設置す る。 取扱説明書がない 場合 は， これらの 機器 は， 可 
能な 限り テス ト コーナの 壁に 近づけて 設置す る。 

11.7 JISC 9335-1 の 11.7 は， 次に 置き換える。 

機器 は， 4 分 間の 加熱 及び その後の 1 分 間の 休止 サイクルで 定常状態になる まで 運転す る。 水 負荷の 半 
分が 蒸発した とき， 水 負荷に 沸とう した 水 を 加える。 

11.8 JISC 9335-1 の 11.8 による ほカヽ 次に よる。 

外郭 表面の 温度 上昇 は， テス ト コーナの 壁 及び 床に 対して 置かれて いない 面で だけ 測定す る。 
エア アウト レツ ト グリル 及び 表面からの 距離が 25 mm 以下の 面の 温度 限度 は， 設けない。 

12. (規定な し） 

13. 動作 温度での 漏え い 電流 及び 耐 電圧 動作 温度での 漏え い 電流 及び 耐 電圧 は， JISC 9335-1 の 13. によ 

る。 

14. 過度 過 電圧 過渡 過 電圧 は， JISC 9335-1 の 14. による。 

15. 耐湿性 耐湿性 は， JISC 9335-1 の 15. による ほか， 次に よる。 ただし， 15.2 は， この 規格に よる。 
15.2 JISC 9335-1 の 15.2 による ほ 力、， 次に よる。 

約 1 % の Naa を 含む 0.5L の 食塩水 を， 1 分 間に わたり 間断な く受 皿に 注ぎ かける。 注いだ 食塩水が 受 
皿に 集まり， こぼれ 落ちない 場合に は， 受皿を 食塩水で 満たし， 更に 0.5 L の 食塩水 を 1 分 間に わたり 追 

加す る。 

15.101 温度 プローブ は， その 絶縁が 食塩水の 影響 を 受けない 構造で なければ ならない。 
適否 は， 次の 試験に よって 判定す る。 

約 1 o/o の Naa を 含み， 温度が 20 で ±5 での 水に プロ一 ブを 完全に 浸す。 食塩水 を 約 15 分で 沸点まで 
加熱す る。 次に， 沸騰して いる 食塩水から プローブ を 取り出して， 温度が 20 で ±5 。C の 水に 30 分 間 浸す。 
この 手順 を 5 回 行い， その上で プローブ を 水から 取り出す。 次いで， 表面の 液体 をす ベて ふき 取る。 
上記 実施 後， プローブ は， 16.2 の 漏え い 電流 試験に 耐えなければ ならない。 

備考 この 試験で は， 着脱 式 温度 プローブ は， 機器に 接続し ないで 実施す る。 非 着脱 式 温度 プローブ 
は， プローブ をで きる 限り 浸して， オーブン 内で 試験す る。 

16. 漏え い 電流 及び 耐 電圧 漏え い 電流 及び 耐 電圧 は， JISC 9335-1 の 16. による ほ 力、， 次に よる。 

)_ お? UJ-— ^ イク. チ"^ 二- ビ-… 靂 M 上-え; 二?^. き； きもせ 眷綱 9! 色 霧-にし-さ Qii さ X( 尖^ お 弦 直!！ 
ぼ. き J_. 分- f4 印 li]_t§ 丄熏 ffi 値. め 室 _fi 霉せ; _9 丄^^ 
コイル 及び 層 間に， 絶縁 破壊が あって はならない。 
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16.101.2 一次 端子に， 定格 周波数より 高い 周波数の 正弦波 電圧 を 加え， トランスの 二次 巻 線に 定格 電圧の 
2 倍 を 誘導す る。 

試験 時間 は， 次のと おりで ある。 
一 定格 周波数の 2 倍 以下の 周波数の 場合， 60 秒。 又は， 

- それよりも 高い 周波数の 場合 最小 15 秒と して， 120 X き，， ま， 秒。 

試験 周波数 

備考 過度の 励磁電流 を 避ける ために， 試験 電圧の 周波数 は， 定格 周波数よりも 高く 設定す る。 
試験 電圧の 3 分の 1 以下の 電圧 を 印 加し， 次いで 過渡的な 過度の 励振 電圧 を 引 き 起こす こ と な く 電圧 を 
急激に 引き上げる。 試験 終了 時には， 電圧 を 最大値の 約 3 分の 1 まで 同様に 引き下げてから， スィッチ を 
切る。 

巻 線 間 又は 同一 巻 線の 隣接す る 卷線層 間に， 破壊が あって はならない。 

17. 変圧器 及び その 関連 回路の 過 負荷 保護 変圧器 及び その 関連 回路の 過 負荷 保護 は， J1S C 9335-1 の 17. 

による ほ 力、， 次に よる。 

マグネ トロン を 備えた 高圧 電源 用 変圧器 及び その 関係 回路に ついては， この 試験 を 行わない。 これら は， 
19. の 試験 中に 判定す る。 



18. 耐久性 耐久性 は， JISC 9335-1 の 18. を， 次に 置き換える。 

ヒンジ を 含む 扉 システム， マイクロ波 シール 及び ほかの 関係 部分 は， 通常の 使用で 予想され る 摩耗に 耐 
える 構造で なければ ならない。 

適否 は， 次の 試験に よって 判定す る。 

庫 内に 適切な マイクロ波 吸収 負荷 を 入れて， 定格 電圧で 機 を 運転して 10 000 サイクル， 次に マイクロ 
波 発振な しに 10 000 回の 操作 サイ クル を 扉 システムに 適用す る。 

扉 は， 通常の 使用の 場合と 同様に 開閉す る。 閉 位置から 13 ゾ と] 80。 との 間の 角度 又は 機器の 全開 角度 
がそれ より 小さい 場合に は， 可能な 最大 角度まで 扉 を 開ける。 操作 速度 は， 毎分 6 サイクル とする。 

乾燥 負荷 を 用いる 場合に は， 試験 開始 前， 並びに 各 10 000 操作 サイクル 終了 ごとに lOOg の 水 を 加えて， 
水が 蒸発す る ま で 機器 を 運転す る。 

扉 システム に 合計 200 000 回の 操作 サイ クル を 適用す る ことによ つ て 判定す る 。 

試験 後， マイクロ波 漏れが 32. に 規定され た 限界 値 以下で なければ ならず， 扉 システムが 依然と して 機能 
しなければ ならない。 

備考 101. 試験 を 行うた めに， 制御装置 を 作動 不能に する ことができる。 

102. 劣化して もこの 規格に 対する 適合 性 を 損なわない 部品 は， 試験 を 完了す るた めに 交換す る こ 

とがで きる。 



19. 異常 運転 異常 運転 は， J1S C 9335- 1 の 19. による ほ 力、， 次に よる。 ただし， 19.1， 19.11.2 及び 19.13 

は， この 規格に よる。 

19.1 修正 19.2 〜： 19.10 の 試験 を 機器に 適用す る 代わりに， 機器に 定格 電圧 を 印 加して， 19.101 〜： 19.104 

の 試験に よって 適否 を 判定す る。 

19.11.2 JISC 9335-1 の 19.11.2 による ほ 力、， 次に よる。 

マグネ トロンの 陰極 一陽 極 間 を 順次， 開路 及び 短絡す る。 これらの 故障 状態の 一つの 結果と して 電圧の 
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低下に 伴って 入力電流が 増大す る 場合に は， 機器に 定格 電圧の 0.94 倍の 電圧 を 印 加して 試験 を 行う。 ただ 
し， 入力電流が 電圧に 対して 比例 以上に 増大す る 場合に は， 機器に 定格 電圧の 1.06 倍の 電圧 を 印 加す る。 

マ グネ トロンの フィラメント は， 短絡 し ない。 
19.13 JISC 9335-1 の 19.13 による ほか， 次に よる。 

巻 線の 温度 は， 表 8 に 示された 数値 以下で なければ ならない。 予約 及び 保温 機能 を もつ 機器 は， 定常 状 
態に 達する まで 運転す る 機器と みなす。 

試験 中， 各項に ついて 規定され た 負荷 を 用いて 32. に 従って 測定して， マイクロ波 漏れが 100 W/m 2 以下 
でなければ ならない。 試験 後に 機器 を 運転す る 場合， 機器 は 32. に 適合し なければ ならない。 
19.101 制御装置 を 最も 不利になる 位置に 設定し， 加熱 室に 負荷 を 入れずに， 機器 を 運転す る。 

運転 時間 は， 夕 ィ マが 許容す る 最大 時間 か 定常状態が 確立され る ま でかい ずれ か 短い 方の 時間 とする。 
19.102 通常の 使用で 作動す る 夕 イマ 及び ほかの 制御装置 を 短絡して， 通常 動作の 下で MS を 運転す る。 

備考 機器に 複数の 制御装置が 付いている 場合， それら を 順次 短絡す る。 
19.103 電気 機械的 及び 機械的 部品に 発生し 得る 単一 故障 状態 を シミュレートして， 通常 動作の 下で 機器 
を 運転す る。 制御装置 を 最も 不利になる 設定に 合わせて， タイマが 許容す る 最大 時間 か 90 分かい ずれ か 短 
い 方の 時間， 機器 を 運転す る。 

備考 故障 状態の 例 は， 次に よる。 

一 同じ 平面 上の 開口部 をふさ ぐ。 

- 拘束 時の 回転 子 トルクが 全 負荷 トルクよりも 小さい 場合， モータの 回転 子 を 固定す る。 

一 拘束され るお それが ある 可動 部 を 固定す る。 
19.104 制御装置 を 最も 厳しい 条件になる 設定に 合わせ， ポテトが 発火して 炎が ほかの 可燃性 材料に 延焼 
す る 可能性が 最 も 高い 受皿 上の 位置に ポテト を 置いて， 機器 を 運転す る 。 

それぞれの ポテト は， ほぼ だ 円形と し， 質量 を 125g と 150g との 間と する。 最も 短い 主軸の 長さ を 40 mm 
以上と する。 最も 長い 主軸の 長さ を 140 mm 以下と し， その 長さ を 対称的に 短く して 規定の 質量に する こ 
とがで きる。 直径が 1.5 mm±0.5 mm で， 長さが ポテトの 最も 長い 軸と ほぼ 同一の スチール ワイヤ を， こ 
の 軸に 沿って 少なくとも 一つの ポテトに 差し込む。 ポテトの 数 は， 表 101 で， それぞれの 欄に 対応す る最 
犬の 数に する。 

ポテトが 発火し ない 場合 は， ポテト を 一つに し， 試験 を 繰り返す。 一つの ポテト も 発火し ない 場合 は， 
人工的に 発火させる。 



表 101 ポテトの 数 



定格 マイクロ波 出力 


庫 内の 容量 


ポテトの 数 


W 


し 




600 未満 


14 以上 28 未満 


2 


600 以上 1 000 未満 


28 以上 42 未満 


4 


1 000 以上 2 000 未満 


42 以上 56 未満 


6 


2 000 以上 


56 以上 





備考 定格 マイクロ波 出力， 又は 庫 内容 量の いずれ を 適用す るか は， ポテ 

トの 数が 多い 方 を 適用す る。 

^"〃ま， 出力の 500 W ごと， 又は 容量の 14 L ごとに 2 とする。 



試験 は， マイクロ波 発振 力， 止してから 又は 加熱 室の 火が 消えてから 15 分 後に 終了す る。 
試験 中， 加熱 室内の 火 は， 機器 内に 封じ込めなければ ならない。 
備考 1. 試験 中， 19.13 は 適用し ない。 
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試験 後， 機器が 依然として 機能す る 場合に は， 損傷した 着脱 式 受皿を 交換して， 19.13 を 適用す る。 機器 
が 適合 しない 場合に は， 新しい 機器 を 用いて 試験 を 繰り返す。 

備考 2. 以前の 試験の 累積 ダメージ による， 不適 合が 生じる ことがあり 得る。 

20. 安定性 及び 機械的 危険 安定性 及び 機械的 危険 は， JISC 9335-1 の 20. による ほ 力、， 次に よる。 

20.101 (縦 開き） 底 ヒンジ 式で， 負荷 を 置き やすい 扉 を もつ 機器 は， 十分な 安定性がなければ ならない。 
次の 試験に よって 適否 を 判定す る。 

機器 を 水平面に 置き， 開けた 扉の 幾何学 的中 心に おもり を 載せる。 

通常， 床の 上で 用いる 機器の 場合， おもり は， 次に よる。 
- 加熱 室の 扉に 23 kg 又は 取扱説明書に よる ォ 一 ブンに 置かれる こ れ 以上の 重さ。 
― ほかの 扉に 7kg。 

卓上で 用いる 機器の 場合， おもり は， 次に よる。 
― 据置形 機器に 7kg。 
- ほかの 機器に 3.5 kg。 

機器 力 《傾いて はならない。 

備考 1. 砂袋 をお もり とする ことができる。 

2. 複数の 扉 を もつ 機器 は， それぞれ 一つず つ 別々 に 試験 を 行う。 

21, 機械的 強度 機械的 強度 は， JISC 9335-1 の 21. による ほ 力、， 次に よる。 
適否 は， 20，1(H〜21.105 の 試験に よっても 判定す る。 

2 し 101 ヒンジ 式 扉 は， 全開 位置まで 残り 約 30。 に 配置す る。 スライド 式 扉 は， ほぼ 3 分の 2 開く ように 
配置す る。 ヒンジ 式 扉の 自由 端から 25 mm 離れた 箇所の 内面 又は スライド 式 扉の ハンドルに， 35 N の 力 
を 加える。 

力 は， スプリング 定数が 1.05N/nini の スプリング バランスで 加える。 その後 は， 逆の 力 を 扉 又は ハンド 
ルの 反対側に 加える。 次いで， 逆の 力 を 除去して， 扉の 全開 位置までの 行程 を 完了させる。 
試験 は， 25 回 行う。 

据置形 機器 及び 埋 込み 形 機器の 扉に ついて， 次の 内容 を 除き， 試験 を 繰り返す。 
― 扉 を， 最初 は 全開 位置と 閉 位置との 中間に 置く。 

一 加える 力 は， 扉 を 開ける のに 必要な 力の 1.5 倍 又は 65N のい ずれ か 大きい 方と する。 ただし， 力 を 測 
定で き な レ 場合 又は 扉が 間接的に 開 く 場合に は， 65 N の 力 を 加 え る 。 
試験 は， 25 回 行う。 

扉 を， 全開 位置と 閉 位置との 中間に 置く。 ヒンジ 式 扉の 自由 端から 25 mm 離れた 箇所の 外面 又は ス ライ 
ド式 扉の ハンドルに， 最初 は 前述の ように 逆の 力 を 加えて， 90N の 閉じる 力 を 加える。 
この 試験 は， 50 回 行う。 

その上で， 機器が 32. に 適合し なければ ならない。 
21,102 横 ヒンジ 式 扉 は， 全開 位置に 置く。 次いで， 140N の 下向きの 力 又は 機器 を 傾けずに 任意の 扉 位置 
に加える ことができる 最大の 力の いずれ か 小さい 方の 力 を， 扉の 自由 端に 加えて， 扉 を 閉じる。 依然と し 
て 力 を 加えながら， 扉 を 再度 一杯に 開ける。 

この 試験 は， 10 回 行う。 

底 ヒンジ 式 扉 を 開ける。 140 N の 力 又は 機器 を 傾けずに 加える ことができる 最大の 力の いずれ か 小さい 



著作権法 により 無断での 複製， TfE 轆等は 禁止され ております。 



9 

C 9335-2-90 ： 2003 



方の 力 を， 自由 端から 25 mm 離れた 扉の 内面の 最も 厳しい 条件になる 位置に 加える。 
力 を 15 分 間 加える。 

その上で'， 機器が 32. に 適合し なければ ならない。 
21.103 辺の 長さが 20mm の 木製の 立方体 を， 扉 ヒンジから 最も 離れた 内側の コーナに 取り付ける。 ヒン 
ジ から 最も 遠く 離れた 他方の コーナに， 90 N の 力 を 扉の 表面に 対して 垂直な 方向に 加えて， 扉 を 閉じよう 
と 雷 式み る。 

その 力 を 5 秒 間 維持す る。 

その上で， な 方 体 を 取り除く。 マイクロ波 発振が 可能になる まで 扉 を ゆっくりと 閉じる。 次いで， 扉 及 
びその 開閉 手段 を 操作して， マイクロ波 漏れが 最大になる 位置 を 決定す る。 
そ の 上で， 機器が 32. に 適合 し な ければ な ら ない。 

ヒ ン ジ から 最 も 離れた 他方の コーナに 木製 立方体 を 取 り 付けて， 試験 を 繰り返す。 
備考 この 試験 は， ス ライ ド式 扉に は 適用し ない。 
21.104 扉 を 閉じ， その外 面に それぞれ 3 J の エネルギー を もつ 衝擊を 3 回 加える。 これらの 衝撃 を 扉の 中 
心 部分に 加え， 同一 箇所に 加えても よい。 

直径が 50 mm で， 質量が 約 0.5 kg の 鋼 球で 衝撃 を 加 える。 扉の 平面に 保持され た 適切な ひも で 鋼 球 をつ 
るす。 規定の 衝擎 エネルギーで 表面に 衝突す るのに 必要な 距離 だけ 鋼 球 を 振り子と して 落下させる。 

次いで， 扉 を 開けて， 加熱 室の 扉に 相対す る 面に 同様の 衝撃 を 3 回 加える。 

ヒンジ 式 扉の 内面に 扉 を 全開 位置に して， 前と 同様に 衝撃 を 3 回 加える。 衝撃 は， 扉の 中心部 分に 加え， 
同一 箇所に 加えても よい。 ただし， 底 ヒンジ 式 扉 を 全開に すると 水平になる 場合に は， 規定の 衝撃 エネ ル 
ギ一 が 得られる 距離 だけ， 鋼 球 を 自由に 落下 させて 衝撃 を 加える。 底 ヒンジ 式 扉 は， 更に， その シールに 
同様の 衝撃 を 3 回 加 えて 試験す る。 それらの 衝撃 を 三つの 異なる 場所 に 加える。 

その上で， 機器が 32. に 適合し なければ ならない。 
21.105 底ヒ ンジ式 扉 を 開け， 直径が 10 mm で 長さが 300 mm の 硬い 木材 のれ; を 底 ヒンジに 沿って 置く。 
棒 は， 一端が 扉の 外 ほと 面 一になる ように 配置す る。 ハンドルの 中心に， 扉の 表面に 対して 垂直な 方向に 
140 N の 閉じる 力 を 加える。 その 力 を 5 秒 間 維持す る。 

棒の 端 を 他方の 外縁と 面 一にし， 次いで 棒 を 扉 ヒンジ 内の 中心に 配置して， 試験 を 繰り返す。 

32. に 規定され た 条件の F で マイクロ波 漏れ を 測定し， それが 100 W/m 2 以 ' F でなければ ならない。 

22. 構造 構造 は， JISC 9335-1 の 22. による ほ 力、， 次に よる。 

22.101 埋 込み 形 機器 は， ダクトに よる 通気 設備 を 設ける 場合を除き， 必ず 正面から 通気し なければ なら 
ない。 

適否 は， 目視 検査に よって 判定す る。 
22.102 オーブン 通気孔 は， 通気孔から 放出され る 湿気 又は グリースが， 機器の 充電 部と ほかの 部分との 
間の 沿 面 距離 及び 空間 距離に 影響を及ぼさない 構造で なければ ならない。 

適否 は， 目視 検査に よって 判定す る。 
22.103 機器に は， 扉 を 開ける ことによって 作動す る 少なく とも 二つの 扉 インタ ロック を 組み込ま なけれ 
ばなら ず， 少なくとも 一つ は， モニタされ ている 扉 インタ ロックで なければ ならない。 

備考 二つの 扉ィ ン タロック を， モニタされ ている 扉ィ ン タロック システムに 組み込む ことができる。 

適否 は， 目視 検査に よって 判定す る。 
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22.104 少なく とも 一つの 扉 インタ ロックに， マイクロ波 発振器 又は その 電源 回路 を 断路す る スィッチ を 
組み込まなければ ならない。 

適否 は， 目視 検査に よって 判定す る。 

備考 代わりに 同等の 信頼性が ある 断路 方法 を 用いる こと もで きる。 
22.105 扉 インタ ロックの 少なくとも 一つ は 隠れて いなければ ならず， 人が 外から 操作しょう としても 作 
動 可能で あ つて はならない。 可 触 扉 インタ ロック を 外から 操作され るより 前に， この 扉 インタ ロック が 作 
動し なければ ならない。 

適否 は， 次の 試験に よって 判定す る。 

扉 は 開けた 位置 又は 閉じた 位置に し， すべての 開口部から JISC 0922 の テス ト プローブ B を 用いて 隠さ 
れ ている 扉 インタ ロック を 外から 操作しょう と 試みる。 

図 101 に 示す よう なまつ すぐな 棒 もまた 扉ィ ンタロ ック 機構の 開口部に 適用す る。 

磁気で 作動す る 扉 インタ ロックに ついては， 更に， 扉 インタ ロック スィッチの 上の ェン クロージャに 磁 
石 を 当てて 試験 を 行う。 その 磁石 は， 扉 インタ ロック を 作動させる 磁石と 同様の 構造 及び 磁力の 向き を も 
つ。 その 磁石 は， 寸法が 80 mmX 50 mmX 8 mm の 軟鋼 接 極 子に 適用した ときに， 50N±5N の 力 を 発揮で 
きなければ ならない。 さらに， その 磁石 は， 接 極 子から 10mm 離れた ところで 5N±0.5N の 力 を 加える こ 
とがで きなければ ならない。 

扉 を 開ける と 同時に， J1SC0922 の テスト プローブ B によって 可 触 扉 イン 夕 ロック を 操作す るよう 試み 
る。 

試験 中に， 扉ィ ン タロック を 作動させる こ とがで きて はならない。 
22.106 モニタされ ている 扉ィ ン タロッ クの 監視 装置 は， その スィ ツチ 部分が マイクロ波 発振器 を 制御で 
きない 場合に は， 機器 を 作動 不能に しなければ ならない。 

適否 は， 次の 試験に よって 判定す る。 

モニタされ ている 扉ィ ン タロックの スィ ツチ 部分 を 作動 不能に する。 定格 電圧が 150 V を 超える 機器に 
ついては 1.5kA 以上， ほかの 機器に ついては 1.0 kA 以上の 短絡 容量 を もつ 電源から， 機器に 定格 電圧 を 印 

加す る。 

備考 1. 定格 電圧が 150 V 未満 又は 定格 電流が 20 A を 超える 機器 は， 少なく と も 5.0 kA 以上の 短絡 
容量 を もつ 電源から 機器 に 定格 電圧 を 印 加 す る 。 
扉 を 閉じて 機器 を 運転して， 通常の 方法で 加熱 室に 接触し ようと 試みる。 マイクロ波 発振器が 機能 を 停 
止して 作動 不能 状態に とどまらない 限り， 扉 を 開ける ことが 可能であって はならない。 監視 装置が， 開路 
位置で 故障して はならない。 

備考 2. 監視 装置が 閉路 位置で 故障した 場合に は， その後の 試験の ために 監視 装置 を 交換す る。 
3. この 試験 を 行うた めに は， ほかの 扉 インタ ロック を 作動 不能 にす る 必要が あってよ い。 
マイクロ 波 発振器 に 電圧 を 印 加 する 回路の 内部 ヒュ一 ズが溶 断 した 場合に は， ヒューズ を 交換して， 更 
に 2 回 試験 を 行う。 内部 ヒューズが， 毎回 溶 断し なければ ならない。 

電源と 直列の （0.4+j 0.25) Q の インピーダンス を 用いて， 試験 を 更に 3 回 行う。 内部 ヒューズが 毎回 
溶 断し なけれ (ギ ならない。 

備考 4. 定格 電圧が 150 V 未満の 機器 又は 定格 電流が 16 A を 超える 機器に ついては， 直列 ィ ンピ一 ダ 
ンスを 用いた 試験 は 行わない。 
5. スィッチ は， サービス 指示 書に 述べられ ている 場合， 内部 ヒューズの 溶 断の たびに 交換す る。 
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22.107 扉 インタ ロックの 動作に 影響を及ぼす 単一の 電気 的 又は 機械的 部品の 故障に よって， 機器が 作動 
不能になる 場合を除き， ほかの 扉ィ ン タロック 又は モニタされ ている 扉ィ ン タロックの 監視 装置が 作動 不 
能に なって はならない。 

適否 は， 目視 検査 及び 必要な 場合に は 部品 故障 をシ ミュレ ート し， 機器 を 通常の 使用のと お り に 運転す 
る ことによって 判定す る。 

備考 この 要求 事項 は， 監視 装置のう ち 22.106 の 試験に 適合す る 部品に は 適用し ない。 
22.108 22.103 に 適合させる ために 組み込まれた 扉 インタ ロック は， 過度の マイクロ波 漏れが 発生す る 前 
に 作動し なければ ならない。 

適否 は， 次の 試験に よって 判定す る。 

一つ を 除く すべての 扉 インタ ロック を 作動 不能 にす る。 機器 に 定格 電圧 を 印 加 し ， 32. に 規定 された 負荷 
を 用いて 運転す る。 扉の 開け 閉め を 小刻みに 行い， その 間に マイクロ波 漏れ を 測定す る。 
機器 は， 32. に 適合し なければ ならない。 
各 扉 イン 夕 ロックに ついて， 順次 試験 を 繰り返す。 

備考 1. 22.103 に 適合させる ために， 扉 インタ ロックが 必要な 場合に だけ， 扉 インタ ロック 試験 を 実 
施す る。 

2. この 試験 を 行う ときには， モニタされ ている 扉 インタ ロック の 監視 装置 を 作動 不能 にす る 必 
要が あるか もしれ ない。 

22.109 扉と その 相対す る 面との 間に 薄い 材料 を 差し込んだ 場合に， 過度の マイクロ波 漏れが あって はな 
ら ない。 

適否 は， 幅が 60mm±5 mm で， 厚さが 0.15 mm±0.05 mm の 細長い 紙 を 扉と その 合い 面との 間の シール 
に 入れ， 紙 を 挟んで 扉 を 閉じる ことによって 判定す る。 

そ の 上で， 機器が 32. に 適合 し な ければ な ら ない。 

紙 を 異なる 位置に 置いて， 試験 を 10 回 繰り返す。 
22.110 扉 シールが 食品 残留 物で 汚れた 場合に， 過度の マイクロ波 漏れが あって はならない。 

適否 は， 次の 試験に よって 判定す る。 

扉 シールに 料理 用 油 を 塗る。 シールに オープン チョークが ある 場合に は， チョーク 溝 を 油で 満たす。 
そ の 上で， 機器が 32. に 適合 し な ければ な ら ない。 
22.111 扉 コーナに ひずみ を 加 えたと きに， 過度の マイクロ 波 漏れが あ つて はならない。 
適否 は， 次の 試験に よって 判定す る。 

機器に 定格 電圧 を 印 加し， 32. に 規定され た 負荷 を 用いて 運転す る。 マイクロ波の 発生 を 可能に する 最大 
の 扉 ギャップが 得られる まで 扉 及び 扉 開け 手段 を 操作す る。 扉の 表面に 対して 垂直に， 各 コーナに 順次 引 
張り 力 を 加える。 40N まで 引 張り 力 を ゆつ く り と 上げて いく。 試験 中に， 32. に 規定され た 条件の 下で マイ 
クロ 波 漏れ を 測定し， それが 100 W/m 2 以下で なければ ならない。 

試験 後， 機器が 32. に 適合 し な ければ な ら ない。 
22.112 温度 プローブ 又は その コードが 扉に 挟まれた ときに， 過度の マイクロ波 漏れが あって はならず， 
プローブが 損傷して はならない。 

適否 は， 次の 試験に よって 判定す る。 

プローブ は， 通常の 使用の 場合と 同様に， 測 温 部分 又は コード を 最も 厳しい 条件になる 位置に 静止 させ 
た 状態で， 接続す る。 扉 を コードの 測 温 部分に 当てて 閉じて， 最も 不利になる 位置に 90N の 力 を 5 秒 間 加 
える。 次いで， 力 を 解除し， オーブンが 運転 可能な 場合に は， 32. に 規定され た 条件の 下で マイクロ波 漏れ 
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を 測定 し ， そ れが 1 00 W/m 2 以下で な ければ な ら ない。 

試験 後， 機器が 32. に 適合し なければ ならず， 温度 プローブが 8.1， 15.101 及び 29. に 適合し なければ なら 
ない。 

22.113 着脱で きる 部分 を 取り外した ときに， 過度の マイクロ波 漏れが あって はならない。 
適否 は， 次の 試験に よって 判定す る。 

取 り 外した ときに， 直径 85 mm を 超える 水平面が 利用 可能な 場合を除き， 受皿 以外の 着脱で きる 部分 を 
取り外す。 

その上で， 負荷 を 加熱 室の 中心に できる 限り 近い 水平面に 置いて， 機器が 32. に 適合し なければ ならない。 
備考 非 放射 定在 波の 検出 を 避ける ために， 着脱で きる 部分 を 取り除いて できた 開口部に は， 検知プ 
ローブの 先 を 差し込まない。 
22.114 受皿づ 畑 は， 負荷 を 載せた とき 支持から 外れない ような 構造で なければ ならない。 使用 中に 部分 
的に 引き出して 用いる ことができる 構造の 受皿 • 棚 は， オーブンから 部分的に 取り出されても， ひつく り 
返って はならない。 

適否 は， 次の 試験に よる。 

砂 及び 材料 を 入れた 容器 を受皿 • 棚に 載せる。 総 質量 は， 受皿 • 棚の 面積に 対し； 50kg/m 2 にす る。 容器 
を 中央に 置いた 受皿 • 棚 を オーブンに 入れ， 片方の 壁に できるだけ 近づけて 置く。 この 状態で 1 分 間 維持 
し 取り出す。 再び 入れて， 今度 は 別の 壁の 方に 近づけて 1 分 間 維持す る。 

試験 中に， 受皿 '棚 は 支持から 外れて 落ちて はならない。 

使用 中に， 部分的に 引き出して 用いる ことができる 構造の 受皿 ，棚 は， 奥行きの 50 o/o を 引き出し， 試 
験 を 繰り返す。 受皿 • 棚の 前の 端の 中央に， 垂直に 下向ぎ に 10N の 力 を 加える。 
試験 中 は， 受皿 • 棚 は 転倒して はならない。 
備考 小さな 角度の 変形 は， 許される。 
22.115 基礎 絶縁の 故障 又 は 絶縁 方式 を 橋 絡す る 緩んだ ワイヤと いった 単一 故障 によって， 扉 を 開 け た 状 
態での マイクロ波 発振器の 運転が 可能に なって はならない。 
適否 は， 目視 検査 及び 必要な 場合に は， 関係 故障 を シミュレート する ことによって 判定す る。 
緩む おそれが ある ワイヤ は， 接続 を 切って 規定 位置から 外れさせる 力、 それ 以外の 操作 は 行わない。 ヮ 
ィ ャカ〜 ほかの 充電 部 又は 接地され た 部分と 接触す る と ， すべての 扉 イン タロック が 作動 不能になる 場合 
は， ワイヤが そうした 接触 を 行って はならない。 

備考 1. 強化 絶縁 又は 二重 絶縁の 故障 は， 二つの 故障と みなす。 

2. 二つの 独立した 固定 具で 固定され ている ワイヤ は， 緩みそう な ワイヤと はみ なさない。 
22.116 視野 スク リーン を 通じて 加熱 室へ 入る ことができて はならない。 
適否 は， 目視 検査 及び 次の 試験に よって 判定す る。 

直径が I mm で 平らな 端 を もつ まっすぐな 鋼 棒 を， 1 N の 力で 視野 スクリーン に対して 垂直に 押し付け 
る。 棒が 加熱 室に 入って はならない。 

22.117 着脱 可能 部品で 操作す る インタ ロック は， 偶発的な 操作に ならない よう ガー ド していなければ な 
ら ない。 

適否 は， 目視 検査 及び 実際に 試して みる。 
22.118 危険， ，告 又は 類似の 状況 を 指示す るた めの， 照明， スィッチ 又は 押 ボタン は， 赤色に しな けれ 

ばなら ない。. 
適否 は， 目視 検査に よる。 



著作 横 法に よ り 無断での liii, 饞 itiF は 禁止され てお ります。 



13 

C 9335-2-90 ： 2003 



23. 内部 配線 内部 配線 は， JIS C 9335-1 の 23. による。 

24. 部品 部品 は， J1SC 9335-1 の 24. による ほ 力、， 次に よる。 ただし， 24.1 及び 24 丄 4 は， この 規格に よ 

る。 

24.1 J1SC 9335-1 の 24.1 による ほ 力、， 次に よる。 

備考 101. マグネ トロン を 備えた 高圧 電源 変圧器に は， IEC 60989 は 適用し ない。 
24.1.4 J1SC 9335-1 の 24.1.4 による ほ 力 \ 次 による。 
サーモスタットの 動作 回数 は， 30000 に 増加す る。 
インタ ロック は， 6 個の 試料 を 用いて 次の 試験 を 適用す る。 

機器に， 定格 電圧 を 印 加 したと きに 機器に 生じる 状態 をシ ミュレ ート する 負荷に インタ ロック を 接続す 
る。 速度 は， 每分約 6 サイクル とする。 サイクル 数 は， 次のと おりで ある。 
― 扉 インタ ロック 50000 
一 使用者 保守 時に だけ 作動す る インタ ロック 5000 

試験 後， それ 以上 用いる ことができない ほど インタ ロック が 損傷 して はならない。 
24.101 ク えろ _丄 機器に 組み込まれる コンセント は， 単相で， 接地 極 を 組み込み， 定格 電流が 16 A 以 • F で 
なければ ならない。 直な.， そ _ 他!^ _ ええろ 丄 こ療渔 蓮せ 1 三 _ ヒ:^ __ヒ_ヒ き Ji\T」^^ 

で 覆い， 定格 電流が 次に 示す 値 以下の ヒ ュ ーズ 又は ミニチュア 回路 遮断器で 両極 を 保護 し な ければ な ら な 

い。 

一 定格 電圧が 130 V までの 機器に ついては， 20 八。 
― ほかの 機器に ついては， 10A。 

機器が， 固定 配線に 永久 的に 接続す るよう に 意図され ている 又は 機器に 有 極 プラグが 付いている 場合に 
は， 中性 極 を 保護す る 必要 はない。 

適否 は， 目視 検査に よって 判定す る。 

備考 ミニチュア 回路 遮断器の 駆動 部分 は， 可 触と する ことができる。 

25. 電源 接続 及び 外部 可とう コード 電源 接続 及び 外部 可とう コード は， JISC 9335-1 の 25. による。 ただ 
し， 25.1， 25.3, 25.7 及び 25.14 は， この 規格に よる。 

25.1 修正 オーブンに は， 機器 用 イン レットが あって はならない。 
25.3 JIS C 9335-1 の 25.3 による ほか， 次に よる。 

固定 形 機器 及び 40 kg を 超える 質量の 機器で， ローラ • キャス 夕 又は 類似の ものがない 機器 は， 電源 コ 
ードが 指示に 従って 機器の 据 付け を 行った 後で もつな ぐ ことができる ような 構造で なければ ならない。 

屋内 配線に ずつ とつな がれる ケーブル 用の 端子 は， タイプ X 接続の 電源 コー ドに 適して いてよ い。 この 
場合 は， 25.16 に 従う コード 止め 力ま 機器に 備わって いなければ ならない。 
25.7 修正 規定され る 電源 コードの 形式で はなく， 次 を 適用す る。 

電源 コード は， 耐 油性の 可とう 被覆 コードで， 通常の ポリ クロ 口 プレン 被覆 可とう （コード 分類 60245 
[EC 57) 力、， その他の 同等の 合成 ゴム 被覆の コードより 高い グレードの もので なければ ならない。 

it 考 1 き 歷|^ 喊 It よ 9 蒸?！^ 薩： 省，」!^ ffl- さ Z_ 芋 通き 纏 省 全 さ- 素 M 二に 

清 金!^ _ /^え ャ-ズ え:！:^ 乞 三ズ/ ヒ:? ^あ 2 ェし ESft^^l 外變 (らぇ ズぉ Z 之 仝 P:^ 惣;? ^ほ. 

ぇ？_}?_?ノヒを-；^^化^^-リ_壬ぇヒヒ^?：^]|：^1^_>1ヒ？^1叨ぁ-_11^1求.き-^^ヒき_も》_乜. 
同等 以上の 耐 油性が あ ると みなす。 



著作 權 法 に よ り 鐘 匿での ま囊， mmmu 禁 ih されて おり ま す。 
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25.14 JIS C 9335-1 の 25.14 による ほ 力、， 次に よる。 

温度 プロ 一 ブの 場合， 総 曲げ 回数 は 5 000 回と する。 断面が 円形の コード を もつ プローブ は 2 500 回 曲げ 
た 後に 90。 回す。 

26. 外部 導体 用 端子 外部 導体 用 端子 は， JISC 9335-1 の 26. による。 

27. 接地 接続の 手段 接地 接続の 手段 は， J1SC 9335-1 の 27. による。 ただし， 27.2 は， この 規格に よる。 
27.2 J1SC 93351 の 27.2 による ほ 力、 次に よる。 

据置形 機器であって， 外部の 等 電位 導体 を 接続す るた めの 端子 を 備えて いる 場合， その 端子 は， 機器の 
すべての 固定され， かつ， 露出した 金属 部と， 有効に 電気 的 接触して いなければ ならない。 また， 10mm 2 
までの 公称 断面 積の 導体の 接続が 可能で なければ ならない。 それ は， 機器の 設置 後に 結合 用 導体 を 接続す 
るた め に 都合が よ い 位置に 配置 し な ければ な ら ない。 

備考 101. 固定された 外 表 金 « 部品， 例えば， 銘板の ような もの は 端子と 電気 的に つながって いなく 
てよ い。 

28. ねじ 及び 接続 ねじ 及び 接続 は， JISC 9335-1 の 28. による。 

29. 空間 距離， 沿 面 距離 及び 固体 絶縁 空間 距離， 沿 面 距離 及び 固体 絶縁 は， J1SC 9335-1 の 29， による。 

30. 耐熱性 及び 耐火性 耐熱性 及び 耐火性 は， J1SC 9335-1 の 30, による。 ただし， 30.2 は， この 規格に よ 

る。 

30.2 JIS C 9335-1 の 30.2 による ほか, 次に よる。 

開始 時間 を あらかじめ 選択で きる 機器 及び 保温 機能 を もつ 機器に ついては， 30.2.3 を 適用す る。 ほかの 
機器に ついては， 30.2.2 を 適用す る。 ， 

31. 耐 腐食 性 耐 腐食 性 は， JIS C 9335-1 の 31. に よ る 。 

32. 放射線， 毒性 その他 これに 類す る 危険性 放射線， 毒性 その他 これに 類す る 危険性 は， J1S C 9335- 1 

の 32. による ほ 力つ 次に よる。 

マイクロ波 漏れに 対する 適否 は， 次の 試験に よって 判定す る。 

内径が 約 85 mm の 肉薄の ほうけい 酸 ガラス 容器に 入った， 20 で ±2 で 及び， 275 g± 15 g の 飲料水から 
なる 負荷 を受 皿の 中心に 載せる。 機器に 定格 電圧 を 印 加し， マイクロ波 出力 制御装置 を 最大 設定に して 機 
器 を 運転す る。 

階段 入力信号 を 受ける と 2 秒 又は 3 秒で 定常状態 示度の 90 % に 達する 計器で， マイク 口 波 電力 密度 を 
測定 して マイクロ 波 漏れ を 決定す る 。 機器の 外面の 上で 計器 アンテナ を 動かし， 特に 扉と その シール に 注 
意して， 最大 マイクロ波 漏れの 場所 を 突き止める。 

機器の 外面から 50 mm 以上 離れた と ころでの マイ ク 口 波 漏れが， 50 W/m 2 以下で なければ ならない。 
備考 101. 高い 水温の ために 試験に 対する 適合 性に 疑問が ある 場合に は， 新しい 負荷 を 用いて 試験 を 
繰り返す。 



；；^^作権法にょ り無断での複製， 転載 等は禁 【1: されて おります。 
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図 101 インタ ロックの 操作 性 試験 棒 



作 権 法に より 無断での 1^ 製， ilE«l^ は鎮 止されて おります。 
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附属 書 

J1S C 9335-1 の 附属 書に よる。 



；：；^作権法にょ り 無断での 複製， 慷載 等 は 禁止され ております。 



附属 書 1 (参考） JIS と 対応す る 国際規格との 対比 表 



JIS C 9335-2-90 ： 2003 家庭 用 及び これに 類す る 電気機器の 安全性 一 第 2-90 部 ： 業務 用電 

子 レンジの 個別 要求 事項 


IEC 60335-2-90 ： 2002， Household and similar electrical appliances- Safety - 
Part 2-90; Paticular requirements for commercial microwave ovens 


( 1 ) JIS の 規定 


(11) 国際 

規格 番号 


(III) 国際規格の 規定 


(IV) JIS と 国際規格との 技術的 差異の 項目 
ごとの 評価 及び その 内容 

表示 箇所 ： 本体 

表示 方法 ： 点線の 下線 


(V) JIS と 国際 纖 との 技術的 差 

異の 理由 及び 今後の 対策 


項目 
番号 


内容 


項目 
番号 


内容 


項 目 ご と 
の 評価 


技術的 差異の 内容 


1. 適用 範囲 


定格 電圧が 単相 250 V 以 
下， その他 は 480 V 以下 
の 業務 用 電子レンジの 
安全性 


IEC 60335- 
2-90 


1 


JIS に 同じ。 


IDT 


— 




2. 引用 規格 


第 1 部で 引用され る 規格 
他 






引用 規格の 記載が な 
レ、 


MOD/ 追加 


1EC で 参考 規格に なって 
いる 規格の 一部 を JIS は 引 

用 規格と して 記載した。 


現在 審議 中の 附属 書 AA を デ ビ 
エー シ ョ ン として 先取 りした 
ので， 附属 書 AA の 引用 規格 を 
弓 1 用 規格 リス トに 追加した。 


3. 疋我 


電子レンジ， 複合 電子 レ 
ンジ， 加熱 室， 受皿， モ 
二 夕 されて いる 扉ィ ン 
夕 ロック， 温度 プローブ 
の 定義 






JIS に 同じ。 


IDT 






4. 一般 要求 事 

項 


安全の 原則 




4 


JIS に 同じ。 


IDT 






5. 試験の ため 
の 一般 条件 


サンプル 数， 試験 順序な 
ど 






JIS に 同じ。 


IDT 






6. 分類 


感電に 対する 保護 分類 
について， クラス I 以 
上 を 要求 




6 


感電に 対する 保護 分 
類に ついて， クラス I 
以上 を 要求。 


MOD/ 追加 


JIS は クラス 1機疆を露' 

めた。 


クラス 1 機器の 扱い は， 日本 

配電 事情 （コン セン ト に アース 
なし） による。 
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(I)JIS の 規定 


(11) 国際 

規格 番号 


(EI) 国際規格の 規定 


(IV) JIS と 国際規格との 技術的 差異の 項目 

ごとの 評価 及び その 内容 
表示 箇所 ： 本体 
表示 方法 ： 点線の 下線 


(V) J1S と 国際 纖 との 技術的 差 

異の 理由 及び 今後の 対策 


項目 
番号 


内容 


項目 

番号 


内容 


項 目 ご と 
の 評価 


技術的 差異の 内容 


7. 表示 及び 取 
扱 説明 


銘板 表示， 等 « 位 記号， 
警告 表示 及び 取扱 説明 
書に 記載す る 内容 




7 


JIS に 同じ。 


IDT 






8. 充電 部への 
接近に 対する 
保護 


試験 指 及び テス ト プロ 
ーブ による 検査 




8 


JIS に 同じ。 


IDT 






9. モータ 駆動 
機器の 始動 


適用し ない。 




9 


JIS に 同じ。 


IDT 


_ 




10. 入力 及び 

電流 


定格 入力 又は 定格 電流 
の 表示 値と 測定値の 許 

容差 




10 


JIS に 同じ。 


1DT 






11. 温度 上昇 


設置 条件， 試 じき 時間， 温 
度 測定 箇所 を 規定 




11 


J1S に 同じ。 


IDT 


- 




12. (規定な し） 


規定な し 




12 


JIS に 同じ。 


1DT 


― 




13. 動作 温度 

での 漏え ぃ電 
流 及び 耐 電圧 


運転 状態に おける 漏え 
い 電流 及び 耐 電圧 試験 




13 


JIS に 同じ。 


IDT 






14. 過渡 過電 

圧 


空間 距離の 既定値 を満 
たさない 箇所に 対する 
ィ ン パルス 試験に よ る 
代替え 試験 




14 


J1S に 同じ。 


1DT 






15. 耐湿性 


いつ （溢） 水 試験， 耐湿 
試験 及び 温度 プローブ 
の 絶縁 




15 


J1S に 同じ。 


1DT 
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(I)JIS の 規定 


(11) 国際 
播ぇ審 - g - 


(III) 国際規格の 規定 


(IV) JIS と 国際規格との 技術的 差異の 項目 

ごとの 評価 及び その 内容 
表示 箇所 ： 本体 
表示 方法 ： 点線の 下線 


(V) JIS と 国際 撤 各との 技術的 差 

里の港 も7^ r 尺^ネ各の ^vf^ 

？ ^ v^>3bm/X ゾ1叉レソス^]-^^ 


項目 


内容 


項目 
奋可 


内容 


項 目 ご と 

/T\ ^\l7 /□TT 

の 恤 


技術的 差異の 内容 


16. 漏 え い 電 


耐湿 試験 後の 絶緣 性の 
rMfH] ヌ ひ问ゾ 土电 m ん 
圧 器の 絶艨 性能 




16 


JIS に 同じ。 

■ ^一 -J-J: ] マ/、 リふ TTl ■ 
に 丁 こし， 入 つ ツナ 七 一 

ド 電源 トランスの 試 

験 方法がない。 


IDT 


JIS は， スィッチ モー ド電 

vigf レ ら、 ノマ m ォ FF^ -tr v4- も 

M r ノン スの ay^}m.jj m ケ 
追加した。 


現在の IEC 規格 は スィッチ モ 
一 ド 電源 ト ラ ンスに 対応して 
いないため， 現在 審議 中の 試験 
- や):^;^:; [^加 ] ナ- 

刀 f ム冗 し/に。 


17. 変圧器 及 
びその 関連 回 

rr> 、『tWr 色 TS' 

り迴ぉ iRj '1 不 

護 


高圧 電源 用 変圧器 を 除 

く， 変圧器が 過 負荷 又は 

-佑 浓 化 能 ^ オ苗 M 1 十， や 曰 
Mi ； m 悲 《 ゃ吳 慨 し ijuL 

度 試験 
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J1S に 同じ。 


IDT 






18. 耐久性 


扉 開閉 試験 200 000 回 
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JIS に 同じ。 


IDT 


- 




19. 異常 運転 


マグネ ト 口 ンの 陰極 一 
m 權 1 曰」 A2. ポ& ， ？ M 1 口」 埋 
転， 制御装置の 故障， ボ 
テ ト 発火 試験 及び 高 周 
波 漏え い 試験 
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JIS に 同じ。 


IDT 


- 




20. 安定性 及 
び 機械的 危険 


機器の 安定性 及び 可動 
部への 接近に 対する 保 

護 
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J1S に 同じ。 


IDT 


- 




21. 機械的 強 

/又 


外郭の 機械的 強度 及び 

/T) I- ヽノ ぐう rr\ FwF 
W^J し ノン < ^リ! J 虫 /艾 
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JIS に 同 じ 。 


IDT 






22. 構造 


通気孔に 対する 要求， 二 
つの 扉 インタ ロック を 
要求， 扉の すき 間， シー 
ル 及び コーナ ひずみに 
対する 保護， 絶縁 故障に 
対する 保護， 視野 スク リ 
ーンを 通じての 浸入 禁 
止 
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J1S に 同じ。 


IDT 
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〇 9335-2-90 ： 2003 



(I)JIS の 規定 


{ TI ) 国際 

規格 番号 


(IU) 国際規格の 規定 


(IV) JIS と 国際規格との 技術的 差異の 項目 

ごとの 評価 及び その 内容 
表示 箇所 ： 本体 
表示 方法 ： 点線の 下線 


rv) JIS と 国際 夫搬 と の 技術的 差 

異の 理由 及び 今後の 対策 


ェ酉曰 

番号 


内?^ 


ェ匿曰 

番号 


内穷 


<Fi 口し し 

の 評価 


按術的 差 思の 内容 


23. 内部 配線 


内部 配線の 屈曲， 耐 電圧 
など 
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JIS に 同じ。 


IDT 






24， 部品 


インタ ロッ クの 耐久， 機 
器用 コ ンセ ン ト の 使用 
制限 




24 


JIS に 同 じ 。 

ただし， クラス I 機 

器の コンセント につ 
いて は 考慮して いな 

レ ^ 


MOD/ 変更 


24.101 

クラス 1 機器に は 3 極ァ 
ース 付き コンセント を 使 
用して はならない と した。 


6,1 で クラス 01 を 追 力 n した こ 

とに よる。 3 極 アース 付き コン 
セント を クラス 01 も \；； 器に 使用 

すると， クラス I 機器が 接続で 
きる ので， 下位 レベルへの 変換 
を 防止す る。 


9S 雷 源 接待 
厶丄 ^ U な、 コ女 机 

及び 外部 可と 

う コード 


雷 源つ 一 ドの 麵酉 m 度 

^i//r> ―' 1 V ノ 里;^ 只， iUR/jz, 
プローブの 折り曲げ 試 
験な ど 




つ S 


TTC に 同 ド 

J lo レリ |HJ し o 

ただし， 使用 電線 は 

60245IEC 57 レベル 以 

上の 電線に 限る。 


丄 V 丄リ ^-S/JM 


TIC は IFT で "^^i^ され ス 

Jlk3 は， IH^ に jjj^ <J\ - に-り レリ 
耐 油性 電線と 同格の 電線 

として， 電気 用品 安全 法 技 
術 基準 省令 第 1 項に 適合す 

るク ロロフ。 レン ゴム 混 1^ 

物 又は クロ ロス ルホ ン化 
ポ リエ チレン ゴ ム 、；昆 合 物 

を 例示した。 


J1S は 省令 第 1 項の 適合 電線 も 

使用可能 を 明確に した。 


26. 外部 導体 
用 乂而ナ 


端子ね じの 緩み 防止， 端 
子ね じの 大きさな ど 
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J1S に 同じ。 


IDT 






27. 接地 接続 

の 手段 


接地 線の 纖み 防止， 耐腐 

食 性， アース 導通 試験な 
ど 
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JIS に 同じ。 

ただし， 等 電位 端子 を 

義務づけ。 


MOD/ 追加 


外部 等 電位 端子 を J1S は 任 

と し 7 こ。 


日本で は 等 電位 接続が 設置 基 
準な どで 義務づけられ ていな 
いので， 機器と しても 任意と し 

た。 


28. ねじ 及び 

接続 


ねじの 耐久性， 種類， 緩 
み 止めな ど 
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JIS に 同じ。 


IDT 






29. 空間 距離， 
沿 面 距離 及び 
固体 絶縁 


空間 距離， 沿 面 距離， 固 
体 絶縁の 厚さ 
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JIS に 同じ。 


IDT 







2〇 

〇 9335-2-90 ： 2003 



$0^^ i; ダ) s^ss^. i^lhw tlT^ 叫， r。 



(I)JIS の 規定 


(II) 国際 

443 -512. 口 


(m) 国際規格の 規定 


(IV) JIS と 国際規格との 技術的 差異の 項目 

ごとの 評価 及び その 内容 
表示 箇所 ： 本体 
表示 方法 ： 点線の 下線 


(V) J1S と 国際規格 と の 技術的 差 
異の埋 由 及 ひ 今 仗の; 朿 


項目 
番号 


内容 


項目 
番号 


内容 


項 目 ご と 
の 評価 


技術的 差異の 内容 


30. 耐熱 1 生 及 

び 耐火性 


ホール フ レ ッ シャ g 式, 験， 
グロ 一 ワイヤ 試験， 二一 

い、》 1 つ 1 / ョォ か 
卜 ノレ ノ レ——ム あ 狭 
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JIS に 同 じ 。 


IDT 






31. 耐 腐食 性 


腐食に 対する 保護 対策 
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JIS に 同じ。 


IDT 






32. 放射線， 毒 
性 その他 これ 
に 類す る 危険 
性 


最大 マイ クロ 波 漏れ 測 
定 
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JIS に 同じ。 


1DT 






附属 書 


JISC 9335-1 によ る。 




附属 書 


JIS に 同じ。 


IDT 







JIS と 国際規格 と の 対応の 程度の 全体 評価 ： MOD 



^1 



お 



備考 1. 項目 ごとの 評価 欄の 記号の 意味 は， 次のと おりで ある。 

- IDT" 技術的 差異がない。 

- MOD/ 追加 国際規格 にない 規定 項目 又は 規定 内容 を 追加して いる。 

- MOD/ 変更 国 K 規格の 規定 内容 を 変更して いる。 

2. JIS と 国際規格との 対応の 程度の 全体 評 is 欄の 記号の 意味 は， 次のと おりで ある C 

- MOD 国際規格 を 修正して いる。 
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JISC 9335-2-90： 2003 

家庭 用 及び これに 類す る電 気 機器 の 安全性 一 
第 2-90 部 ： 業務 用 電子レンジの 個別 要求 事項 

解 説 



この 解説 は， 本体 及び 附属 書に 規定， 記載した 事柄， 並びに これらに 関連した 事柄 を 説明す る もので， 
規格の 一部で はない。 

この 解説 は， 財団法人 日本規格協会が 編集 ，発行す る もので あり， この 解説に 関する 問合せ は， 財団 法 
人 日本規格協会へ お願いします。 

1. 改正の 趣旨 旧規 格 は， 1997 年に 第 1 版と して 発行され た IEC 60335-2-90, Household and similar 
electrical appliances ― Safety ― Part 2-90: Particular requirements for commercial microwave ovens をァ匸 に 成 し 
た 規格であった。 その後， mC 60335-2-90 が 2002 年に 第 2 版と して 発行され た。 そこで， この 規格 を， 1EC 
規格に 整合させる ために 改正 を 行った。 

2. 改正の 経緯 この 規格 は， 業務 用 電子レンジ として 国際的に 広く 用いられ ており， 日本と しても 対応 
する IEC 規格の 改正に 合わせて， 可能な 限り 早く 改正す る ことが 望まれて いる。 今回の 改正 も， 国際的な 
動きに 合わせて いる。 

3. 適用 範囲 この 規格の 適用 範囲 は， 家庭 用 及び これに 類す る ものと なって いる 力、 店舗， ちゅう （厨） 
房， 農業， サービス 業な どに 用いる もの も 含まれる。 また， この 規格 は， 制定 後に 電気 用品 安全 法の 技術 
基準 省令 第 2 項への 採用 を 前提と している。 

4. 規定 項目の 内容 この 規格 は， 通常， 元と なる IEC 60335-2-90 に 整合して いる。 規定 項目 は， 次のと 

おりで ある。 

- 感電に 対する 保護 及び 有害な 水の 浸入に 対する 保護 分類 

一 本体 表示 及び 取扱説明書 

一 充電 部への 接近に 対する 保護 

一 定格 入力 又は 定格 電流の 許容 差 

一 通常 使用 状態での 温度 上昇限度 

一 動作 温度での 漏え い 電流 及び 耐 電圧 

- 過渡 過 電圧 

- 耐湿性 

一 耐湿 試験 後の 漏え い 電流 及び 耐 電圧 

一 変圧器 及び その 関連 回路の 過 負荷 保護 
一 異常 運転 

解 1 

：^^作袍法にょ り 無断での 讓製， 転載 等 は 禁止され ております。 



23 

C 9335-2-90 ： 2003 解説 



- 安定性 及び 機械的 危険 
一 機械的 強度 
― 構造 一般 

― 内部 配線に 関する 規定 
- 部品の 取扱い 

― 電源 接続 及び 外部 可とう コード 
- 外部 導体 用 端子 
― 接地に 関する 規定 
- ねじ 及び 接続 

一 空間 距離， 沿 面 距離 及び 固体 絶縁 
一 耐熱性 及び 耐火性 

5. 懸案 事項 日本で は 配電 事情に よって， クラス 機器 又は クラス 1 機器が 主流に なって いるが， IEC 
規格で は クラス I 機器 及び クラス 11 機器が 主流に なって いる。 このため， IEC 規格 は クラス 機器 や ク ラ 
ス 01 機器に ついては， 必ずしも 十分な 規定と なって いない。 日本と して は， 常に この 点 を 考慮し， 規格 
の 検討 を 行わな ければ な ら ない。 

今回の 改正に おいて， 空間 距離 及び 沿 面 距離の 規定が 変更に なった が， この 変更 は 製品 安全 設計に 大き 
な 影 を 与える。 mC 60335-1 のこの 規定 は， IEC 60664-1 を ベースに している 力、 【EC 60664-1 の 規定よ 
り も 0.5 mm 強化した 値 を 採用して いる。 このため， 製品に 用いられる 部品 規格との 整合が とれない とい 
う 問題点から， IEC 60335-1 も IEC 60664-1 に 完全に 整合す る 方向で 改正 作業が 進んで いる。 し 力、 し， 置 
60664-1 の 規定値 は， 経 年 変化 を 考慮す ると 少し 規定が 緩い ので はない かとい う 懸念 も あり， 日本で は特 
に 基礎 絶縁 だけによ つて 保護され た クラス 機器に ついては 容易に 整合で きない。 また， 今回の 改正から 
22.44 でお もちや 形状の 禁止 規定が 追加され た 力、 日本の ような キャラクタ 商品が たく さん ある 中で， どの 
範囲 ま でなら 許される のか という 問題が あ り ， 更に 明確な 事例 検討 を 行う 必要が ある。 

6. 原案 作成 委員会の 構成 表 原案 作成 委員会の 構成 表 は， 次に よる。 

第 59/61 小委員会 構成 表 



(委員長) 
(委員） 



0fm 

東京大学 大学院 

財団法人 電気 安全 環境 研究所 

財団法人 日本 品質保証 機構 

独立 行政法 人 製品 評価 技術 基盤 機構 

社団法人 日本 電気 協会 

国民生活 センター 

財団法人 日本 消費者 協会 

全国 地域 婦人 団体 連絡 協議会 

消費 科学 連合会 

社団法人 日本 厨房 工業 会 

日本 自動販売機 工業 会 

日本 暖房 機器 工業 会 

社団法人 日本 ホームへ ルス 機器 工業 会 

解 2 



三千 代 
真須美 
省 三 
文 夫 
隆 英 
武 



之 長 次 均 功 環 一 

名 博英秋 文 

崎澤木 井井 田 藤 野 賀田瀬 田 田 

木 々 士心 

大八佐 浅 浅 鎌 伊中 山 岡 柳 鴨 半 



お 作 権 法に より 無断での iCW, ^！載零は禁止されてぉり ます。 
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(WG-1 代表） 
(WG-2 代表） 
(WG-3 代表） 
(WG-4 代表） 
(WG-5 代表） 



(事務局） 



(委員） 



(WG-1 代表） 

(事務局） 



社団法人 日本 冷凍 空調 工業 会 

社団法人 日 本 ガス 石油 機器 工業 会 

社団法人 電子 情報技術 産業 協会 

三洋 電機 株式会社 

シャープ 株式会社 

株式会社 東芝 、 

日立 ホーム & ライフ ソ リ ユー ショ ン 株式会社 

松下電器 産業 株式会社 

松下電器 産業 株式会社 

松下電工 株式会社 

三菱 電機 株式会社 

財団法人 電気 安全 環境 研究所 

松下電器 産業 株式会社 

松 下 冷 機 株式会社 

東芝 キャリア 株式会社 

日立 ェ核 株式会社 

経済 産業 省 

経済 産業 省 

経済 産業 省 

社団法人 日本 電機 工業 会 
社団法人 日本 電機 工業 会 



第 59/61 小委員会 WG2 構成 表 

氏名 所属 

松下電器 産業 株式会社 
財団法人 日本 品質保証 機構 
三洋 電機 株式会社 
シャープ 株式会社 
株式会社 東芝 
株式会社 日立 ホーム テツ ク 
松下電器 産業 株式会社 
三菱 電機 ホ 一 ム 機器 株式会社 
財団法人 電気 安全 環境 研究所 
社団法人 日本 電機 工業 会 



史巳傑 昭友之 一 功夫 二 史博宏 穎 明徳 夫 俊 紀男純 

浩昭 秀 孝啓昭 安輝 禎雄政 聖和雅 由 正大 和雅 

田 山 合 原 實崎衡 田 本 井野 藤 木 山 橋 野 井村 田 子 

々 

高 丸 河 藤 松 山 仁 青 島 石 松 佐 佐 秦神高 平 萬 中柴笹 



宏次雄 登 夫 明 子 博博隆 

秋 和 嘉 貴 孝 政 美 

木木 野 川 村替川 井藤 野 

々々井 

佐 佐 田 巿岡張 吉金佐 中 



解 3 



著作権法 により 無断での]^ 製， 転載 等 は蔡. ih されて お ります。 



★ 内容に ついての お 問合せ は， 標準 部 揮 2? 調査 課 [FAX(03)3405-554iTEL<03)577(M573] へ ご 速 
絡く ださい。 

★JIS 規格^の 正 I おおが 発 チラ さ れ たお i 合 は， 次の 要領で ご 案内いた し ま す。 
(固） 当 協会 発行の 月刊, ife 準 化 ジャーナル" に， 正 • 誤の 内お を ft) 軟 いたします。 

(2) 原則として 毎月 第 3 火 に， "H 経 廉業新 及び "日 刊ェ_ 紫 新 HT の JIS 発行の 広告欄 
で， 正解 票が 発行され た JIS 規格 番号 及び 規格の 名称 を お知らせいた します。 
なお， 当 協会の J1S 予約者の 方に は， 予約され ている 部門で 正 親 栗が 発行され た 場合， 自動 

的に お送りい たします。 

★jrS 規格 リ/ お） ご注文 は， fif 及，^ 部 力 スタ マーサ一 ビス 裸 [TEL(03)3583-8002 FAX(03)3583-0462] 
又は 下^の 当 協会 各 支部に おきましても ご注文 を 承って おります ので， お 申込みく ださい。 



JISC 9335-2-90 

家庭 用 及び こ れ に fTi す ろ ^^機器 の 安 1^ 性 ― 

'^； 2-90 % ： ^？！伤叫^了レ ンジの！^別：^求，項 



平成 15 年 12 月 20 日 第 I 劇^ 行 



58 行人 



坂 會省吾 



発 行 所 

財団法人 曰 本 規格 協会 

T 107-8440 おゆ: 都え ち 区 * 坂 4 丁目 1-24 



札 M 支部 
東北 支 趣 
名 古 環 支 » 



TO6O-0OO3 
〒98<M)014 
T46O-00OS 
TS4 1-0053 
〒 730-0011 
T 760-0023 
福 岡 支部 T8 に- 0025 



広 ft 支部 



札幢市 中央 E 北 3 条西 3 丁目 1 札 嶢大网 生命 ビル 内 
TEL {01 1>26 1-0045 FAX (0! 1)221 -4020 
擴#? ： 02760-7-4351 

仙 台 市 靑菜区 一番 町 2 丁目 5-22 GE エジソン ビル 仙 台 内 
TEt (022}227-S336( 代表) FA X (022)26^0905 
康 養 ■ 02200^-8 16« 

名古驪 市中 区栄 2 丁目 6^1 白 川 ビル 別 ffl 内 
TEL (052)221 -83 1 6(f^^) FAX (05 2)203 -43106 
療養 ： OOSOO-2-23283 

大阪市 中央 区 本 町 3 丁目 4-10 本 村 ビル 内 
TEL (06)6261 -SOS«<f^^) FAX (06)6261-9114 
豪臂 ： 00910-2^2636 

広 島 市中 区 J^WT544 広 島 商工 会 ii!^ ビル 内 

T£ し (0'H2)22 1 -702J.7035J036 FAX (082)223-756« 

Hi 山- m 2 xn 2-10 J PR ifii 忪ビ ル内 
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